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潅漑用水で希釈した乳牛ふん尿の好気発酵残渣である曝気スラリーの牧草地への散布が牧草

地の土壌理化学性や牧草収量に及ぼす影響について検証した結果、重粘土において、土壌表層

の膨軟化、排水性や肥料の保持能力等の改善が、また、基準収量以上の牧草収量の維持が認め

られ、肥培潅漑による作物生産性の向上効果が確認された。黒色火山性土では重粘土ほど顕著

な改善効果は現れなかった。一方、曝気スラリーの長期連用に伴う亜鉛や銅等の微量要素の牧

草地の土壌表層や牧草中への過剰な蓄積はなかった。また、曝気スラリーの牧草地への施用に

伴う無機態窒素の土壌下層への集積もなかった。よって、肥培潅漑による地下水汚染は生じな

いと推察された。これらの現象は、肥培潅漑土壌における環境負荷物質収支の検討結果からも

推察された。 

肥培潅漑施設導入による地球温暖化ガス削減効果を検証した結果、肥培潅漑施設での処理は

従来の処理に比べて、被害額が増加するため、この抑制にあたり曝気スラリー貯留槽の有蓋化

等の対策が必要なことが示唆された。 
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まえがき 
 

大規模な土地利用型農業の利点を生かした北海道の酪農地帯では、これまでに国や自治

体等による農業農村整備事業の進捗に伴い肥培潅漑施設が広く普及してきた。肥培潅漑と

は、潅漑水によって乳牛ふん尿を希釈し、撹拌・調整したもの（以下、調整スラリーと略

記する）を液肥として草地圃場に散布することであり、肥培潅漑施設とはこのシステムで

ある。従来、作物生産性の向上や営農の効率化等生産環境改善効果を主な目的として肥培

潅漑施設は導入してきたが、昨今では、環境保全への国民の関心が高まる中、この施設が

もたらす環境負荷抑制効果についても期待されるようになってきている。 

しかしながら、肥培潅漑施設の導入によってもたらされる効果の検証にあたっては、ふ

ん尿取り扱い性の向上、調整スラリー施用に伴う土壌理化学性改善とこれに伴う環境負荷

物質の保持能力の増大、さらには土壌・牧草間の微量要素収支の変化等の長期的な観測が

必要とされるものが多い。  

そこで、独立行政法人土木研究所寒地土木研究所では、平成 20年度～平成 22年度にか

けて重点プロジェクト研究として「肥培潅漑による生産環境改善効果の解明」の個別課題

を立ち上げ、下記の 3項目について研究を実施した。 

 

1) 個別処理システムの生産環境改善効果の解明（H20～22） 

調整スラリー散布が重粘土草地や火山性土草地における土壌理化学性と牧草収量

等へ及ぼす影響について検証。 

2) 肥培潅漑土壌における環境負荷物質収支の解明（H20～22） 

調整スラリー散布による環境負荷物質の土壌中の集積状況を把握し、地下水の水

質への影響を推察するために無機態窒素の集積状況を調査。また、調整スラリー散

布を長年実施してきた圃場と化学肥料を主とした施肥方法による圃場の両圃場にお

いて、1番草収穫後から 2番草収穫までの牧草の再生長時期に、環境負荷物質として

窒素、及び微量要素の含有量調査を実施し、動態を解明。 

3) 個別処理システムによる環境負荷改善効果の解明（H21～22） 

乳牛ふん尿処理利用システムにおける肥培潅漑施設導入前後の地球温暖化ガス

（メタン、亜酸化窒素、二酸化炭素）発生量及び被害額を試算し、肥培潅漑施設の

導入による地球温暖化ガス削減効果を検証。 

 

本資料は、これら 1)～3)の 3項目の検討を通して得られた、個別処理システムに関する

研究成果を報じるものである。家畜ふん尿の嫌気性・好気性処理、施設の共同・個別利用

型の選択や組み合わせを検討する際に、得られた個別処理システムによる生産環境改善効

果及び環境負荷軽減効果に関する情報が施設の共同利用型処理技術に関する既存知見と対

照するための情報として役立てば良いと考えている。本資料が、地域にとって最良なバイ

オマスの循環利用方法の策定に資する技術資料として活用されれば幸甚である。  
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１ 個別処理システムの生産環境改善効果の解明 
 
家畜ふん尿を潅漑水で希釈して好気性処理を施した調整スラリーは、窒素、リン酸、カ

リウム等の肥料成分を含み、牧草地に液肥として散布すれば、長期的には土壌の理化学性

を改善するとともに牧草収量・品質にも影響を及ぼすと考えられる。土壌の理化学性とは、

粒径組成、透水係数、三相分布、容積重等の土壌の物理学的性質と pH、腐植、塩基置換容

量等の土壌の化学的性質を指す。 
そこで、調整スラリーの長期連用が牧草地土壌の理化学性と牧草収量・品質に及ぼす影

響を検証した。 
 

1-1 重粘土草地における生産環境改善効果の解明 

1-1-1 調査方法 

調整スラリー散布の実績がある北海道北部の重粘土草地において、調整スラリー散布年

数の長短のデータが均等に得られるように 13 箇所の牧草地を調査圃場に選定し、調整スラ

リー散布の有無、及び調整スラリー散布年数の長短に伴う土壌理化学性への影響を調査し

た。調査対象とした重粘土草地の調査圃場の概要を表－1 に示す。これらの調査圃場におい

てそれぞれ土壌調査と牧草収量調査を実施した。 
 

表－1 重粘土草地の調査圃場の概要 

圃場 

番号 

調査圃場状況 

利用形態 
草地更新後 

経過年数 
調整スラリー散布年数 

1 採草地 20 年 18 年 

2 放牧地 2 年 18 年 

3 放牧地 16 年 18 年 

4 採草地 3 年 4 年 

5 採草地 15 年 7 年 

6 採草地 23 年 10 年 

7 採草地 12 年 11 年 

8 採草地 6 年 12 年 

9 採草地 16 年 12 年 

10 採草地 3 年 散布なし 

11 採草地 7 年 散布なし 

12 放牧地 20 年 散布なし 

13 放牧地 15 年 散布なし 
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1-2 黒色火山性土草地における生産環境改善効果の解明 

1-2-1 調査方法 

調整スラリーの長期連用が黒色火山性土草地の土壌や牧草に及ぼす影響を検証するため

に、計 23 圃場〔肥培潅漑圃場 16 圃場（表－2 の圃場番号 14～29）、非肥培潅漑圃場 7 圃

場（表－2 の圃場番号 30～36）〕で調査した。黒色火山性土草地の調査圃場の概要を表－2
に示す。 

表－2 黒色火山性土草地の調査圃場の概要 
 

圃場 

番号 
利用形態 

草地更新後 

経過年数 

調整スラリー 

散布年数 

土壌分析の有無 牧草分析の有無 

一般成分 微量要素 一般成分 微量要素 

14 採草地 2年 2年 ○ × × × 

15 採草地 不明 2年 × × ○ ○ 

16 採草地 3年 3年 ○ ○ ○ ○ 

17 採草地 4年 4年 ○ ○ × × 

18 採草地 4年 4年 ○ × × × 

19 採草地 5年 5年 ○ ○ ○ × 

20 採草地 不明 5年 ○ ○ × × 

21 採草地 10年 6年 ○ ○ ○ ○ 

22 採草地 6年 6年 ○ ○ ○ × 

23 採草地 7年 7年 ○ ○ ○ ○ 

24 採草地 7年 7年 ○ ○ ○ × 

25 採草地 8年 8年 × × ○ × 

26 採草地 10年 10年 ○ ○ ○ × 

27 採草地 14年 12年 ○ ○ ○ ○ 

28 採草地 14年 13年 ○ ○ ○ ○ 

29 採草地 15年 15年 ○ ○ ○ ○ 

30 採草地 11年 散布なし × × ○ ○ 

31 採草地 11年 散布なし × × ○ × 

32 採草地 10年 散布なし ○ ○ ○ × 

33 採草地 3年 散布なし ○ ○ ○ ○ 

34 採草地 12年 散布なし ○ ○ ○ × 

35 採草地 7年 散布なし ○ × × × 

36 採草地 8年 散布なし ○ × × × 

＊ 上記表内の圃場番号は表－1の圃場番号の連番とした。 

＊ 「土壌分析の有無」、「牧草分析の有無」の欄の○は分析の実施を、×は未実施を示す。 
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黒色火山性土草地の土壌調査でも、前述の重粘土草地の土壌調査と同様に、1 圃場につき

6 箇所で土壌試料の採取を行った。1 箇所につき表層 1 層目と表層 2 層目の 2 層から土壌試

料を採取し、一般成分分析及び微量要素分析を実施した。表－2 中に、分析を行った圃場に

○印を、分析を行っていない圃場には×印を記した。また、表－3 に分析項目と分析手法を

示す。なお、重粘土草地と黒色火山性土草地とで分析項目が異なるのは、黒色火山性土草

地では肥培潅漑が及ぼす生産性への影響だけに限定せず環境への影響も配慮した結果、牧

草の栄養成分と重金属を含む微量要素を分析対象に加えたためである。 
牧草収量調査は 1 番草を対象に実施した。調査圃場は全てチモシー主体のクローバ混播 

 
表－3 分析項目と分析手法 

試料種 分析項目 分析手法 
黒色火山性土と重粘土

草地の分析項目の違い 

土
壌 

一
般
成
分 

1.腐植 乾式燃焼法 違いなし 

2.塩基置換容量（CEC） ショーレンベルガー－水蒸気蒸留法 〃 

3.容積重 炉乾燥法 〃 

4.孔隙分布 遠心法 〃 

微
量
要
素 

1．全亜鉛 過塩素酸分解－原子吸光法 重粘土草地では未実施 

2．可溶性亜鉛 0.1N塩酸浸出－原子吸光法 〃 

3．全銅 過塩素酸分解－原子吸光法 〃 

4．可溶性銅 0.1N塩酸浸出－原子吸光法 〃 

5．全マンガン 過塩素酸分解－原子吸光法 〃 

6．易還元性マンガン  １N酢酸アンモニウム抽出－原子吸光法 〃 

7．全ホウ素 過塩素酸分解－ICP発光分析法 〃 

8．可溶性ホウ素 熱水抽出法－ICP発光分析法 〃 

牧
草 

一
般
成
分 

1．粗蛋白質 近赤外分光法 違いなし 

2．可消化養分総量 近赤外分光法及び蛍光 X線分析 〃 

3．カルシウム 蛍光 X線分析法 重粘土草地では未実施 

4．マグネシウム 蛍光 X線分析法 〃 

5．カリウム 蛍光 X線分析法 〃 

6．硝酸態窒素 吸光分光光度法 違いなし 

微
量
要
素 

1．全鉄 過塩素酸分解－原子吸光法 重粘土草地では未実施 

2．全亜鉛 過塩素酸分解－原子吸光法 〃 

3．全銅 過塩素酸分解－原子吸光法 〃 

4．全マンガン 過塩素酸分解－原子吸光法 〃 

5．全モリブデン 過塩素酸分解－原子吸光法 〃 

6．全ホウ素 過塩素酸分解－ICP発光分析法 〃 
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表層 1 層目の全銅含量、表層 1 層目の可溶性銅含量ともに草地を更新した直近の時点か

らの調整スラリー散布年数との間に相関は見られず、調整スラリーの長期連用の影響はな

いといえる。全銅含量層差、可溶性銅含量層差についても草地を更新した直近の時点から

の調整スラリー散布年数との間に相関は見られなかった。散布年数が増加するにつれて表

層 1 層目に全銅及び可溶性銅が蓄積することはなかった。なお、全銅含量の基準値は定め

られていない。可溶性銅含量は作物の生育上、0.3～8mg/kg-1が必要とされており 17）、全て

の調査圃場の表層第 1 層の可溶性銅含量は必要量を下回っていた。 
 

（３）全マンガン、易還元性マンガン含量 
図－25 に草地を更新した直近の時点からの調整スラリー散布年数と土壌表層 1 層目の全

マンガン、易還元性マンガン含量の関係を示す。草地を更新した直近の時点からの調整ス

ラリー散布年数と全マンガン、易還元性マンガン含量層差の関係を図－26 に示す。 
全マンガン含量は草地を更新した直近の時点からの調整スラリーの散布年数の増加に伴

い増加していた。この近似直線の相関係数は、ｔ検定において危険率 1％で有意であった。

易還元性マンガン含量については草地を更新した直近の時点からの調整スラリー散布年数

との間に有意な関係は見られず、全マンガン含量の増加が易還元性マンガン含量の増加に

は影響していなかった。全マンガン含量の基準値は定められていないが、易還元性マンガ

ン含量の基準値には作物の生育上の必要量の範囲として、50～500mg・kg-1 が示されてい

る 17）。これと比較すると易還元性マンガン含量は基準値内であり、問題とならないことが

わかる。全マンガン、易還元性マンガン含量層差も草地を更新した直近の時点からの調整

スラリー散布年数との間に相関は見られなかった。 
 

 
図－25 草地を更新した直近の時点からの調整スラリー散布年数と 

土壌表層 1 層目の全マンガン、易還元性マンガン含量の関係 
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図－38 草地を更新した直近の時点からの調整スラリー散布年数と 
牧草試料中の全銅、全モリブデン、全ホウ素含量の関係 

 
両図から、調整スラリーを 15 年間散布した牧草試料であっても各分析項目において、過

剰に蓄積している微量要素はなく、適正な範囲を維持しているのがわかる。 
非肥培潅漑圃場の微量要素含量と比較しても、明らかに増えている微量要素はなく、調

整スラリーの散布によって牧草試料中にこれら微量要素が蓄積することはなかった。 
 

1-2-3 小括 

調整スラリーを散布している圃場では、黒色火山性土においても土壌表層の理化学性が

改善している様子が見られた。ただし、黒色火山性土は、元来、営農上、土壌理化学性の

悪化が問題となりにくく、土壌理化学性は良好なことが多い。そのため、重粘土と比べて

土壌理化学性の改善効果が現れにくかったと推察された。 
また、土壌表層の微量要素含量と牧草収量･品質に与える影響について検証した結果、調

整スラリーの長期連用によって、土壌表層や牧草中に微量要素が過剰に蓄積することはな

かった。さらに、牧草収量と牧草栄養価は、肥培潅漑圃場と非肥培潅漑圃場の間で明確な

差はなく、同程度であった。 
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２ 肥培潅漑土壌における環境負荷物質収支の解明 
 

2-1 肥培潅漑圃場における無機態窒素の集積状況 

2-1-1 調査方法 

肥培潅漑圃場において環境負荷の影響が懸念される無機態窒素に着目して、北海道東部

で調整スラリーを散布している火山性土圃場を 9 圃場と泥炭土圃場を 1 圃場、さらに同じ

く火山性土の非肥培潅漑圃場を 2 圃場、合計 12 圃場を選定し、これらの圃場の表層から深

度 80cm までの集積状況を調査した。 
火山性土の肥培潅漑圃場の調査圃場を選定するにあたっては、肥培潅漑年数が 2～15 年

の圃場の中から肥培潅漑年数が長い圃場、短い圃場、中間的な年数の圃場で調査できるよ

うに 2 年目、3 年目、7 年目、10 年目、15 年目の圃場を各 1 圃場、4 年目、8 年目の圃場

を各 2 圃場選定した。 
分析用試料は、地表面から深度 80cm までの間を深度 5cm ごとに採取することとし、1

圃場につき 1 箇所で実施した土壌断面調査の試坑を利用して採取することとした。各深度

の採取試料数は 1 試料である。採取試料のアンモニア態窒素、硝酸態窒素及び亜硝酸態窒

素(合算)を分析し、これらの合計値を無機態窒素とした。なお、アンモニア態窒素、硝酸態

窒素及び亜硝酸態窒素(合算)の分析法は 10％KCL 抽出－水蒸気蒸留－滴定法によることと

した。 
 

2-1-2 調査結果 

調査した 12 圃場の表層から深度 80cm までの無機態窒素の垂直分布を図－39 に示す。な

お、中段左のグラフは泥炭土圃場のもので、それ以外の 11 のグラフは火山性土圃場のもの

である。 
有機物である泥炭の堆積層からなり、泥炭の分解により無機態窒素が生成しやすい泥炭

土の圃場のデータを残りの火山性土のデータと比較することはできないが、火山性土にお

ける厚さ 30cm 程度の作土層下の無機態窒素含量は、肥培潅漑年数を経過しても非肥培潅漑

圃場とほとんど変わらず、調整スラリー散布により下層土に無機態窒素が集積する傾向は

認められなかった。このことから、地域の営農指導に基づく調整スラリー散布では下層へ

の無機態窒素の移動集積による地下水汚染の影響は少ないものと推察される。 
なお、調査した肥培潅漑圃場の表層において、無機態窒素含量に大きな差が生じている

が、これは、調査時期が秋期の調整スラリー散布時期と重なったため、調査圃場に秋期の

調整スラリー散布前の調査圃場と散布後の調査圃場が混在したためである。 
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2-2 環境負荷物質としての窒素、及び微量要素の動態調査 

2-2-1 調査方法 

今回の調査における、窒素収支及び微量要素（全鉄、全マンガン、全亜鉛、全銅、全モ

リブデン、全ホウ素、塩化物イオン）収支のとりまとめ方、調査圃場、調査期間、調査項

目及び方法は次のとおりである。 
（１）窒素収支及び微量要素収支のとりまとめ方 

圃場での環境負荷物質等の収支は次の関係式によって整理されると考えた。 
 

土壌中蓄積量=A－B＋C＋D＋E－F－G＋H  (式-1) 
ここに、A：収支計算開始前の元の土壌中蓄積量 

B：作物の吸収量 
C：化学肥料､堆肥、土壌改良資材等の施肥に伴う供給量 
D：降雨や潅漑用水からの供給量 
E：地表面からの流入量（流出の場合はマイナス) 
F：深部への浸透量（たとえば、溶脱等) 
G：大気への搬出量（たとえば、揮散や脱窒等) 
H：窒素の場合、微生物による大気中窒素の土壌内固定等の大気か

らの土壌への供給量 
 

この関係式に基づき圃場内での物質収支を整理する場合、窒素、及び微量要素ごとにこ

の関係式に関わる各項目の物質量を全て把握する必要がある。本調査では、これらの項目

の内、土壌中蓄積量、作物の吸収量、施肥に伴う供給量、降雨からの供給量（ここでは潅

漑用水は供給されていなかった）を把握するために、土壌、根を含む作物、肥料、雨水に

含まれる窒素、微量要素の含有量を測定することとした。その他の項目の地表面からの流

入量、深部への浸透量、大気への搬出量、微生物による大気からの土壌への供給量につい

ては、土壌と作物間の動態に重点をおいて検討することとしたため、未計測とした。 
 

（２）調査圃場 
調査対象とした圃場は､北海道の東部、浜中町内の 1 圃場であり、平成 21 年は牧草採草

地として利用されている。平成 11 年に草地の更新が行われており、また、この調査圃場の

所有者は平成 16 年 3 月に肥培潅漑施設を導入し、その年より調整スラリーの散布を開始し

ている。 
この調査圃場内には、調整スラリー散布を行う区域（肥培区）と、肥培潅漑施設が導入

された後も従来どおりの慣行的な方法に従い継続的に化学肥料のみを施肥する区域（非肥

培区）が設けられている。本調査では、この肥培区と非肥培区のそれぞれで土壌分析等の
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また、調査圃場では調整スラリーの散布が行われてから既に満 5 年が経過しており、今

回の調査結果は肥培潅漑 6 年目に入った圃場で得られた成果となる。そこで、過年度の施

用実態を明確にするため、調整スラリー等の施用に関する過去 6 年間の実態を整理してお

く（表－4）。なお、各年度のスラリー散布量、化学肥料散布量はそれぞれの肥効率を考慮

して求められていた。 
H17～21 年度にかけて散布された各年度の N(窒素)、P2O5(リン酸)、K2O(カリウム)の各

肥料成分量は、それぞれを肥培区と非肥培区で比較すると多少の差が認められ、窒素とリ

ン酸は非肥培区の方が、カリウムについては肥培区の方が大きかった。このことから、化

学肥料のみを施肥してきた非肥培区の方が肥培区に比べて、多少なりとも窒素の蓄積量が

大きくなっていることが調査前に予測された。 
 

表－4 調査圃場における過去 6 年間の施用実態 

 

 

散布量

(t/10a) N P2O5 K2O N P2O5 K2O N P2O5 K2O N P2O5 K2O

春 先 － － － － 4.00 8.00 5.20 4.00 8.00 5.20

１番後 2.60 0.80 0.50 4.20 4.90 － 7.40 5.70 0.50 11.60

２番後 0.40 0.10 0.05 0.70 0.10 － 0.10 0.20 0.05 0.80

計 3.00 0.90 0.55 4.90 9.00 8.00 12.70 9.90 8.55 17.60

春 先 1.61 1.03 0.49 3.73 4.76 3.96 5.79 5.79 4.45 9.52 5.70 7.20 7.30

１番後 0.92 0.66 0.20 1.55 2.23 2.03 3.21 2.89 2.23 4.76 5.00 1.20 5.30

２番後 1.61 1.09 0.36 3.73 － － － 1.09 0.36 3.73 － － －

計 4.14 2.78 1.05 9.01 6.99 5.99 9.00 9.77 7.04 18.01 10.70 8.40 12.60

春 先 2.33 1.10 0.20 3.70 4.70 4.80 6.10 5.80 5.00 9.80 5.70 7.20 7.30

１番後 0.65 0.50 0.10 1.90 2.40 2.60 4.30 2.90 2.70 6.20 5.00 1.20 5.30

２番後 1.38 1.30 0.30 2.00 － － － 1.30 0.30 2.00 － － －

計 4.36 2.90 0.60 7.60 7.10 7.40 10.40 10.00 8.00 18.00 10.70 8.40 12.60

春 先 2.70 1.10 0.30 3.70 4.70 4.10 5.80 5.80 4.40 9.50 5.70 7.20 7.30

１番後 1.80 0.60 0.20 1.90 2.30 2.00 2.90 2.90 2.20 4.80 5.00 1.20 5.30

２番後 1.40 0.80 0.40 3.70 － － － 0.80 0.40 3.70 － － －

計 5.90 2.50 0.90 9.30 7.00 6.10 8.70 9.50 7.00 18.00 10.70 8.40 12.60

春 先 2.90 0.76 0.22 3.72 5.04 4.28 5.78 5.80 4.50 9.50 5.70 7.20 7.30

１番後 1.00 0.59 0.20 1.86 2.31 2.00 2.94 2.90 2.20 4.80 5.00 1.20 5.30

２番後 1.40 1.22 0.60 3.70 － － － 1.22 0.60 3.70 － － －

計 5.30 2.57 1.02 9.28 7.35 6.28 8.72 9.92 7.30 18.00 10.70 8.40 12.60

春 先 3.60 1.30 0.59 3.72 4.50 3.91 5.78 5.80 4.50 9.50 5.70 7.20 7.30

１番後 1.50 0.50 0.23 1.86 2.40 1.97 2.94 2.90 2.20 4.80 5.00 1.20 5.30

２番後 3.30 1.18 0.96 3.70 － － － 1.18 0.96 3.70 － － －

計 8.40 2.98 1.78 9.28 6.90 5.88 8.72 9.88 7.66 18.00 10.70 8.40 12.60

非肥培区

化学肥料成分量

(t/10a)
年度 散布期

肥培区

スラリー成分量 化学肥料成分量

(t/10a)

成分量合計

(t/10a)成分量(t/10a)

H17

H16

H19

H18

H21

H20



 

37 
 

（３） 調査期間 
収支計算を行う期間を 1 番草の収穫後から 2 番草収穫時までとした。調査期間中の具体

的な作業経過を表－5 に示す。①1 番草収穫後、かつ、肥料投入前(以下、施肥前)、②肥料

を施用した 1 日後(以下、施肥後 1 日目)、③肥料を施用した 5 日後(以下、施肥後 5 日目)、
④肥料を施用した 10 日後(以下、施肥後 10 日目)、⑤2 番草収穫直前(以下、2 番草収穫時)
の 5 時期に試料を採取した。この表からわかるように、今回の調査は 1 番草刈り取り後 29
日目から 77 日目にかけての調査であった。 

 
表－5 作業経過 

 年月日 作業内容 

1番草刈り 

取り後の 

経過日数 

施肥後の 

経過日数 

① 
平成 21年 7月 13日 1番草刈り取り 0 － 

平成 21年 8月 11日 施肥前の試料サンプリング等 29 － 

② 
平成 21年 8月 12日 施肥 30 0 

平成 21年 8月 13日 施肥後 1日目試料サンプリング等 31 1 

③ 平成 21年 8月 17日 施肥後 5日目試料サンプリング等 35 5 

④ 平成 21年 8月 22日 施肥後 10日目試料サンプリング等 40 10 

⑤ 平成 21年 9月 28日 2番草収穫時試料サンプリング等 77 47 

 
（４）調査項目及び調査方法 

窒素及び微量要素の収支計算を行うためには、関係式(式-1)に関わるそれぞれの物質量を

把握しなければならない。すなわち、ここでは、土壌、根を含む作物、肥料、雨水のそれ

ぞれの重量とこれらに含まれる窒素及び微量要素の含有率が必要となる。一方で、窒素や

リン酸等は、それらが存在する環境によって様々な形態をとることから、時間経過に伴う

物質量を正確に把握することが難しい。そこで、本調査では、窒素、微量要素の全量を追

従することとし、次の分析項目に着目した分析を行った。 
(1) 窒素関連；全窒素 
(2) 微量要素関連（全 7 種類）；全鉄、全マンガン、全亜鉛、全銅、全ホウ素、 

全モリブデン、塩化物イオン 
 

また、採取試料は大きく分けて、土壌、作物、肥料､水に区分される。試料の種類ごとの

分析項目に対する成分分析方法は表－6 のとおりである。 
成分分析用ならびに重量測定用の試料採取方法、ならびに重量測定方法は次のとおりで

ある。 
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1) 土壌 
1 番草の収穫後から 2 番草収穫時までの 5 時期ごとに肥培区、非肥培区のそれぞれで土壌

断面調査用の試孔を深度約 50cm まで掘り、その試孔の側面から次の 7 つの土層ごとの土

壌分析用試料を採取した。また、各層の含水率及び容積重を把握するための試料採取も土

壌分析用試料採取と併せて行った。 
土壌分析には、採取した土壌試料をふるいにかけて根を取り除いてから供試することと

した。 
①表層 0～2.5cm 層、②2.5cm～5.0cm 層、③5.0～10.0cm 層、④10.0～20.0cm 層、

⑤20.0～30.0cm 層、⑥30.0～40.0cm 層、⑦40.0～50.0cm 層 
 

表－6 試料の種類ごとの分析項目に対する成分分析方法 
分析 
項目 

試料種 

全窒素 

（T-N） 

全鉄 

（T-Fe） 

全マンガン 

（T-Mn） 

全亜鉛 

（T-Zn） 

土壌 

ｹﾙﾀﾞｰﾙ分解－ 

水蒸気蒸留－ 

滴定法 

過塩素酸分解－ 

原子吸光法 

過塩素酸分解－ 

原子吸光法 

過塩素酸分解－ 

原子吸光法 

作物 
(地上部) 

(根) 

ｹﾙﾀﾞｰﾙ分解－ 

水蒸気蒸留－ 

滴定法 

過塩素酸分解－ 

原子吸光法 

過塩素酸分解－ 

原子吸光法 

過塩素酸分解－ 

原子吸光法 

肥料 
(スラリー) 

(化学肥料) 

ｹﾙﾀﾞｰﾙ分解－ 

水蒸気蒸留－ 

滴定法 

過塩素酸分解－ 

原子吸光法 

過塩素酸分解－ 

原子吸光法 

過塩素酸分解－ 

原子吸光法 

水 

(雨水) 
紫外線吸光光度法 原子吸光法 ICP質量分析法 ICP質量分析法 

分析 
項目 

試料種 

全銅 

（T-Cu） 

全モリブデン 

（T-Mo） 

全ホウ素 

（T-B） 

塩化物イオン 

（Cｌ-） 

土壌 
過塩素酸分解－ 

原子吸光法 

過塩素酸分解－ 

ICP質量分析法 

加圧分解－ 

ICP質量分析法 

水抽出－ 

イオンクロマト 

グラフ法 

作物 
(地上部) 

(根) 

過塩素酸分解－ 

原子吸光法 

過塩素酸分解－ 

ICP質量分析法 

過塩素酸分解－ 

ICP質量分析法 

水抽出－ 

イオンクロマト 

グラフ法 

肥料 
(スラリー) 
(化学肥料) 

過塩素酸分解－ 

ICP質量分析法 

過塩素酸分解－ 

ICP質量分析法 

加圧分解－ 

ICP質量分析法 

水抽出－ 

イオンクロマト 

グラフ法 

水 
(雨水) 

ICP質量分析法 ICP質量分析法 ICP質量分析法 
イオンクロマト 

グラフ法 

 
2) 作物 

牧草を地上部（以下、地上部と略記する）と牧草の根（以下、根と略記する）に分けて

採取した。 
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② 微量要素の収支 
深度 50cm までの土壌に含まれる各微量要素の含有量についても全窒素と同じく、

試料採取時ごとでデータがばらついており、試料の採取時期と含有量との間に相関

は認められなかった。また、どの微量要素も、土壌に含まれる量に対して牧草の吸

収量が小さく、肥料や雨水からの供給量も小さかった(表－9、表－10)。  
 

表－9 単位面積あたりに散布した肥料中の微量要素量 

項目 単
位 

肥培区 非肥培区 

スラリー 化学肥料 合計 化学肥料 

散布量 g･m-2 1,520 27.32 － 39.32 

全鉄 g･m-2 0.071 1.59 1.65 0.948 

全マンガン g･m-2 0.016 0.087 0.10 0.035 

全亜鉛 g･m-2 0.005 0.08 0.08 0.03 

全銅 g･m-2 0.001 0.005 0.006 0.002 

ホウ素 g･m-2 0.001 0.005 0.006 0.002 

全モリブデン g･m-2 0 0.004 0.004 0.002 

塩化物イオン g･m-2 1.003 147.3 148.3 130.7 

 
表－10 単位面積あたりに降った雨水中の微量要素量 

 
 

2-2-3 小括 

全窒素や微量要素は、土壌の含有量に対する肥料、雨水、牧草に含まれる量が小さく、

土壌中の動態に影響を及ぼすほどの量でないことがわかった。また、肥培潅漑と従来型の

化学肥料を主とした施肥方法とを比べた結果、調整スラリー散布によって窒素や微量要素

の土壌や牧草内への蓄積を示す傾向は認められなかった 21）。 
  

項目 

期間 

降水量

(㎜) 

全 鉄

(g･m-2) 

全ﾏﾝｶﾞﾝ

(g･m-2) 

全亜鉛

(g･m-2) 

全 銅

(g･m-2) 

ホウ素

(g･m-2) 

全ﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ

(g･m-2) 

塩 化 物

イ オ ン

(g･m-2) 

施肥前～施肥後 1 日目まで 0.00 0 0 0 0 0 0 0.0 

施肥後１日目～5 日目まで 57.5 0.002 0.0001 0.0005 0.0003 0.001 0.0004 0.0058 

施肥後５日目～10 日目まで 31.0 0.0009 0.0001 0.0003 0.0002 0.0006 0.0002 0.0031 

施肥後 10 日目～2 番草収穫時まで 188 0.004 0.0007 0.0005 0.0009 0.004 0.001 0.26 

調査期間中の合計量 276 0.007 0.0009 0.002 0.002 0.006 0.002 0.27 
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３ 個別処理システムによる環境負荷改善効果の解明 
 
肥培潅漑施設導入前の従来の乳牛ふん尿処理利用システムと肥培潅漑導入後の乳牛ふん

尿処理利用システムにおける地球温暖化ガス（メタン、亜酸化窒素、二酸化炭素）発生量

及び被害額を算出し、肥培潅漑施設導入による地球温暖化ガス削減効果を検証した。 
 

3-1 調査手法 

肥培潅漑施設導入前後の乳牛ふん尿の各処理利用工程を表－11 の左欄のように区分した。

工程ごとに各種地球温暖化ガス（表－11）の単位あたり排出量を既往の文献 22）～26）から整

理した。 
 表－11 地球温暖化ガスの単位当たり発生量の算出根拠 

項   目 メタン 亜酸化窒素 二酸化炭素 

堆肥発酵･堆積時 有機物 1kg あたり 3.3g 22） 全窒素 1kg あたり 11.8g 22） 重機での切り返しによる軽

油消費１L あたり 2.64kg 26） 

液状ふん尿･尿溜め液貯留時 有機物 1kg あたり 9.2g 22） 全窒素 1kg あたり 11.8g 22） カーボンニュートラルのた

め 0.0kg と算定 

液状ふん尿･尿溜め液の調整時 有機物 1kgあたり 0.25g 22） 全窒素1kgあたり 0.0011g 23） カーボンニュートラルのた
め 0.0kg と算定 

調整スラリー貯留時 有機物 1kg あたり 9.2g 22） 全窒素 1kg あたり 11.8g 22） カーボンニュートラルのた
め 0.0kg と算定 

完成堆肥の圃場施用時 0.0g 24） 全窒素 1kg あたり 0.94g 22） カーボンニュートラルのた
め 0.0kg と算定 

液状ふん尿･尿溜め液の圃場施用時 0.0g 24） 全窒素 1kg あたり 2.8g 22） カーボンニュートラルのた
め 0.0kg と算定 

調整スラリーの圃場施用時 0.0g 24） 全窒素 1kg あたり 2.8g 22） カーボンニュートラルのた

め 0.0kg と算定 
肥培潅漑施設での電力消費時 0.0g 25） １ｋWh あたり 0.0021g 25） １ｋWh あたり 425g 25） 

備考：圃場施用機械の軽油消費に伴う二酸化炭素発生量は考慮していない。 

表－12 乳牛ふん尿及びその発酵生成物の年間処理利用量、有機物含量及び全窒素含量 

項   目 

肥培潅漑施設 従来処理方式 

肥培潅漑施設導入後 肥培潅漑施設導入前 

処理利用量 有機物含量 全窒素含量 処理利用量 有機物含量 全窒素含量 

（Mg） (g･kg-1) (g･kg-1) （Mg） (g･kg-1) (g･kg-1) 

堆肥原料(固形ふん尿) － － － 5,120 161 5.0 

堆肥原料(分離固分) 3,120 225 5.5 － － － 

完成堆肥 937 216 7.7 1,540 155 7.0 

液状ふん尿(従来方式で圃場施用) － － － 7,680 54.0 3.9 

尿溜め液(従来方式で圃場施用) － － － 4,830 28.8 2.1 

調整スラリー(肥培潅漑施設で圃場施用) 18,000 34.5 4.0 － － － 
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乳牛ふん尿の年間処理利用量は寒地土木研究所が別海町に保有する共同型バイオガスプ

ラント（別海プラント）における平成 19 年度実績と同様と仮定した（表－12）。なお、完

成堆肥の量は既往の研究成果 22）より堆肥原料の 1/3 とした。また、乳牛ふん尿及びその処

理物の有機物含量及び全窒素含量は平成 19 年度の分析結果の平均値を用いた。ただし、固

形ふん尿の有機物含量及び全窒素含量は平成 13 年度分析結果の平均値で、固形ふん尿の堆

肥化により生成する完成堆肥の有機物含量及び全窒素含量は下記の計算式により求めた。 
① 固形ふん尿からの完成堆肥の有機物含量 

＝固形ふん尿の有機物含量×分離固分からの完成堆肥の有機物含量／分離固分の有

機物含量 
② 固形ふん尿からの完成堆肥の全窒素含量 

＝固形ふん尿の全窒素含量×分離固分からの完成堆肥の全窒素含量／分離固分の全

窒素含量。 
過年度の調査により、肥培潅漑施設及び別海プラント導入前の農家地先における液状ふ

ん尿貯留槽、尿溜め液貯留槽及び消化液貯留槽の形状を表－13 に示す。この結果に基づき、

地球温暖化ガスは密閉型では発生せず、解放型に限って発生するものとして発生量の計算

を行った。 
なお、有機物の分解によって発生する二酸化炭素の由来は植物が光合成により固定した

大気中の二酸化炭素であり、大気中の二酸化炭素増加には寄与しないと考えられる（カー

ボンニュートラル）ので、地球温暖化ガスの発生量としては算入しなかった。 
また、完成堆肥、液状ふん尿、尿溜め液または調整スラリーの圃場施用時の施用機械の

軽油消費に伴う二酸化炭素の発生量の算出は考慮していない。 
 

 
 
3-2 調査結果 

表－14 に肥培潅漑施設導入後の乳牛ふん尿処理利用システム（肥培潅漑施設処理）及び

肥培潅漑施設に依らない従来の乳牛ふん尿処理利用システム（以下、従来処理）での年間

地球温暖化ガス発生量と被害額の算定結果を示す。 

表－13 各種貯留槽の型式 

施設名 
肥培潅漑施設 従来処理方式 

肥培潅漑施設導入後 肥培潅漑施設導入前 
プラント 農家地先 農家地先 

① 液状ふん尿貯留槽 密閉型 密閉型 開放型 
② 尿溜め液貯留槽 なし 密閉型 密閉型 
③ 調整槽 密閉型 なし なし 
④ 調整スラリー貯留槽 開放型 なし なし 
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メタン、亜酸化窒素及びカーボンニュートラルでない二酸化炭素の年間排出量は、肥培

潅漑施設処理で各々9.52 Mg、0.969 Mg、80.1 Mg であり、従来処理で各々6.52 Mg、0.777 
Mg、24.0 Mg であった。  

これらに各地球温暖化ガスの被害額換算値 27）を掛け合わせることにより、メタン、亜酸

化窒素及びカーボンニュートラルでない二酸化炭素の排出に伴う被害額は、肥培潅漑施設

処理で合計 1,110,000 円であり、従来処理では合計 771,000 円となった。 
このように、肥培潅漑施設処理では従来処理に比べて、被害額にして 44%、339,000 円

の増額であり、これは調整スラリー貯留中のメタン及び亜酸化窒素の揮散量が多かったこ

とが主な要因である。地球温暖化の防止には調整液貯留槽の有蓋化を図る等、調整スラリー

の貯留中における地球温暖化ガスの揮散を防ぐことが重要である。 

  

表－14 地球温暖化ガス年間発生量の試算 
 ① 肥培潅漑施設 ② 従来処理方式 

備考 
肥培潅漑施設導入後 肥培潅漑施設導入前 

メタン 亜酸化窒素 二酸化炭素 メタン 亜酸化窒素 二酸化炭素 

(Mg) (Mg) (Mg) (Mg) (Mg) (Mg) 

堆肥発酵･堆積時 2.31 0.203 14.6 2.71 0.302 24.0 
二酸化炭素はフロントローダーによ

る切り返し作業による 

液状ふん尿･尿溜め液貯留時 0.00 0.00 0.00 3.81 0.353 0.00  

液状ふん尿･尿溜め液の調整時 0.160 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00  

調整スラリーの貯留時 7.05 0.611 0.00 0.00 0.00 0.00  

完成堆肥の圃場施用時 0.00 0.00700 0.00 0.00 0.0100 0.00  

液状ふん尿･尿溜め液の圃場施用時 0.00 0.00 0.00 0.00 0.112 0.00  

調整スラリーの圃場施用時 0.00 0.145 0.00 0.00 0.00 0.00  

肥培潅漑施設での電力消費時 0.00 0.00300 65.5 0.00 0.00 0.00  

合計 9.52 0.969 80.1 6.52 0.777 24.0  

被害額換算値(円/kg) 27） 44.16 569.2 1.714 44.16 569.2 1.714  

被害額小計(円) 420,000 552,000 137,000 288,000 442,000 41,000  

被害額合計(円) 1,110,000 771,000  

＊ 被害額小計、被害額合計は有効数字 3桁でそろえたため合計が合わない。 
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あとがき 
 

肥培潅漑による調整スラリー散布が土壌理化学性や牧草収量等に及ぼす影響について検

証した結果、次のようなことが確認された。 
① 肥培潅漑圃場では、重粘土の牧草地の土壌表層において膨軟化や、排水性、肥料の保

持能力等の土壌理科学性の改善効果が確認された。黒色火山性土では重粘土ほど顕著

な改善効果は現れなかった。 
② 牧草収量は期待される目標値と同程度の収量が長期間にわたって維持されていた。 
③ 調整スラリーの長期連用によって牧草地土壌表層や牧草試料中に亜鉛や銅といった

微量要素の過剰な蓄積はなかった。さらに、肥培潅漑圃場では無機態窒素の下層への

集積もなく、調整スラリー散布による地下水汚染の影響は少ないものと推察された。 
④ 肥培潅漑土壌における窒素や微量要素の収支を検討した結果、土壌の全窒素量や微量

要素量に対する肥料、雨水、牧草に含まれるそれぞれの含有量は微量であり、土壌の

各成分動態を説明できるほどの量でないことが確認された。 
⑤ 肥培潅漑を従来型の化学肥料を主とした施肥方法と比べた結果、調整スラリー散布に

よって窒素や微量要素の土壌や牧草内への蓄積はないことが確認された。 
⑥ 肥培潅漑施設導入による地球温暖化ガス削減効果を検証した結果、肥培潅漑施設処理

では従来処理に比べて、被害額が増加し、地球温暖化の防止には調整液貯留槽の有蓋

化を図る等、調整スラリーの貯留中における対策の重要性が示唆された。 
以上、肥培潅漑技術の酪農地域への普及を図るための基礎的情報の整理ができた。 
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